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極低頻度・甚大被害型リスクへの対応に向け，レジリエンスが政策の指針として注目されている．そこ

で本研究では，都市水代謝を対象とし，レジリエンスの視点での対策効果分析の枠組みを設計することを

目的とした．社会生態システムならびに自然災害分野でのレジリエンスの概念整理を踏まえ，本研究では

予防策（抵抗力，臨機応変性，冗長性），順応策（回復力，適応力），転換策（転換力）をレジリエンス

特性として定義した．また，レジリエンスの定量評価手法のレビューし，外力を想定するか否かで，既報

における定量評価手法を外力応答評価と網羅性評価の2つに分類した．以上を踏まえ，レジリエンス特性

を踏まえて都市水代謝の対策を整理するとともに，外力応答評価への適用に向けた論点を整理した． 
 

     Key Words : resilience, charateristic, quantitative assessment, urban water metabolism  
 
 
 
1．はじめに 

 
2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は，地震・

津波による 1 万 5,884 人の死者，2,633 人の行方不明者

（2014 年 3 月 10 日警察庁発表値）を出すとともに，福

島第一原子力発電所事故に代表される複合被害を引き起

こす結果となった．このことは，我が国が極低頻度・甚

大被害型リスク (catastrophic risk) への向き合い方を十分に

身につけられていないことを露呈した．そうした中，レ

ジリエンス (resilience) が災害分野における政策の指針と

して注目されている．藤井 1) はレジリエンスを「強靭さ，

しなやかさ」と表現し，その性状を①致命傷を受けない，

②被害を最小化する，③すぐに回復する，の 3つと定義

している．ナショナル・レジリエンスの具体化に向け，

2013年 3月に内閣官房で国土強靱化の推進に関する関係

府省庁連絡会議が発足し，2013 年 12 月に国土強靱化基

本法が公布・施行，2014年 6月に国土強靱化基本計画が

閣議決定されている． 
我が国の環境政策の目標は，個々の汚染物質の管理か

ら持続可能な社会の形成へと問題の主題が広がりをみせ

ているが，これは，安定した生活基盤，あるいは確実な

ライフラインの確保が前提となっている．花木 2) は，東

日本大震災で経験した事態（従来の環境の法制対象外で

あった放射性物質の低線量での拡散，工場の被災や企業

の消失により明らかとなった平時の厳密管理を前提とし

た化学物質管理の不十分さ，等）を踏まえ，前提条件が

充たされない状態下での対策，平時とは異なる状態から

平時の状態への復元力を持った環境の管理方策の必要性

を指摘している．  
そこで本研究では，ライフラインとしての上下水道と

サプライチェーンとしての化学物質管理から構成される

都市水代謝を取り上げ，極低頻度・甚大被害型リスクに

対するレジリエンスの視点での対策効果分析の枠組みを

設計することを目的とした．ここで，水代謝は水文大循

環（太陽エネルギーに駆動され 10 日に 1 度の速度で海

から地上に降雨として戻る水循環）から水資源を取り出

して形成している水利用・排水システム 3) と定義した． 
本稿の構成を以下に示す．2 章ではレジリエンス特性

と対策の分類を行い，3 章ではライフラインを対象とし

たレジリエンスの定量評価手法のレビュー結果に基づく

定量評価手法の特徴を整理する． 4 章では，2 章・3 章

を踏まえて都市水代謝のレジリエンスに係る対策効果分

析の枠組みの設計するとともに，淀川流域圏における基

礎データを踏まえ，評価の視点を論じた． 
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2．レジリエンス特性の体系的整理 

 
(1) 社会生態システムのレジリエンス 

レジリエンスは Holling4) が定義した学術用語に端を発

し，1999 年の Resilience Alliance の設立，同協会が編集・

出版を行う学術誌Ecology and Societyでの議論の中で洗練

されていく．ここでの議論は半藤・窪田 5) によりまとめ

られており，システムの構成要素がシステムのレジリエ

ンスに影響する対策として緩和 (mitigation)，適応 (adapta-
tion)，転換 (transformation) の 3つを挙げている．ここで，

適応は外的駆動力や内的プロセスの変化に応答して現状

の安定領域に戻す能力を，転換は生態・経済・社会環境

の条件が現状のシステムを維持できなくなった場合に根

本的に新しいシステムを創造する能力と定義される  
(Walker et al.6), Folke et al.7) )． 
馬場ら 8) では，これらレジリエンス特性と，リスクを

発生確率と被害の大きさで表現する一般的なリスクマネ

ジメントとの関係性を踏まえ，発生確率の最小化を図る

対策が緩和策，被害の大きさの最小化を図るのが適応策

と位置づけている．合わせて，発生確率と被害の大きさ

の両方の観点からレジームシフト（regime shift: ある種の

革命的な事象）が発生し，既存システムが将来崩壊しう

ることを想定した場合に，長期的な視点で既存システム

を根本的に新しいシステムに創造する対策を転換策と位

置づけている 8)． 
 
(2) 自然災害に対するレジリエンス 

各国政府の政策レベルにおいてレジリエンスの用語が

広く普及したのは，2005年 1月に国連防災世界会議の成

果文書として「兵庫行動枠組 2005-2015：災害に強い

国・コミュニティの構築 9)」が採択されたことによる．

ここでは，レジリエンスは「システム，コミュニティ，

あるいは社会の潜在的に曝露しうるハザードに対する適

応能力であり，機能や構造が受容可能なレベルを維持す

るために抵抗し，変化する能力．社会システムが過去の

災害から学習し，よりよい未来の防護やリスク低減の手

段を自己組織化することのできる度合いによって決定さ

れる」と定義されている 9)．2012年にはU.S. NRC 10) によ

り災害分野におけるレジリエンスの概念整理が行われて

おり，レジリエンスを「（実在する，あるいは潜在的に

起こりうる）不利な事態に対し，事前に準備・計画し，

その影響を吸収し，そこから回復し，より巧く適応する

能力」と定義している． 
 主に自然災害を対象としたインフラストラクチャーの

レジリエンス特性について，ここでは米国の国家インフ

ラ諮問委員会 (U.S. NIAC11) ) ならびに英国の内閣官房 (U.K. 
Cabinet Office12) ) による提案を整理する． 

U.S. NIAC11) では，レジリエンス特性として頑健性 (ro-

bustness)，臨機応変性 (resourcefulness)，迅速な回復力 (rapid 
recovery) の 3つを挙げており，頑健性は冗長性 (redundan-
cy)  や代替性 (substitution) を含む特性であるとしている．

また，臨機応変性は，危機や途絶に巧く準備し，それが

発生したときに対応・管理する能力と定義されている． 
U.K. Cabinet Office12) では，抵抗力 (resistance)，信頼性 (re-

liability)，冗長性 (redundancy)，反応力・回復力 (response 
and recovery) の 4 特性を挙げている．信頼性は，ここで，

信頼性は，ある条件範囲でインフラの要素が運用するよ

うに，本質的な設計を行うことにより，事象による被害

や損害を軽減することを保証する特性を指す． 
 U.S. NIAC11) は，政府による防護を前提とする戦略の継

続を強調しつつも，すべてにおいて防護が最適ではなく，

いくつかのライフライン（通信，送電など）では迅速か

つ効率的なサービスの回復に重点をあてた戦略を採用し

た方が賢明である可能性に言及し，回復力を含めたアプ

ローチの有用性を指摘している．また，U.K. Cabinet Of-
fice12) では，レジリエンスを広義においては「壊滅的な

事象からの回復能力，我々の環境におけるリスクや不確

実性を理解することによる適応容量の拡張」と定義して

いる．すなわち，レジリエンス概念下での対策は，是が

非でも影響を発生させない対策（頑健性のみを追求する

対策）を意味しない．影響を可逆性影響と不可逆性影響

に区別し，可逆性影響をエンドポイントとするリスクに

ついては，その発生確率の削減と発生した状況からの回

復力・適応力の両面で評価して，準備すべき対策を模索

するアプローチである． 
 
(3) レジリエンスに係る対策と特性の分類 

 以上を踏まえ，本研究ではレジリエンス特性を表-1

に示すとおり定義した． 
予防策は，影響の発生確率の低減を主たる目標とし，

抵抗力，臨機応変性，冗長性を高める対策と分類した．

順応策は，影響の大きさの低減を主たる目標とし，回復

力と適応力を高める対策と分類した．ただし，順応策は

可逆性影響に対する対策に限定して選択可能なものとし

た．転換策は，既存システムへの影響が甚大なリスクを

対象として，その発生頻度も踏まえ新しいシステムへ移

行する対策と分類した． 
 
 
3．レジリエンスの定量評価手法の類型化 

 
(1)  定量評価手法のレビュー範囲と類型結果 
 本研究では，U.S. NRC 10) でレビューされている定量評

価手法に加え，国際誌では文献検索サイト ScienceDirect
ならびに Wiley Online Library を用いてキーワード

“resilience, infrastructure, assessment”で，国内誌では文献検

- 142 -



 

 

索サイト J DREAM IIIを用いてキーワード“レジリエン

ス，ライフライン”で文献を抽出した．出版期間は

2000～2014 年とした（最終検索日 2014 年 4 月 1 日）．

レビューの対象は，レジリエンスの構成要素や指標の整

理，形成サイクルの提案などが行われており，概念をい

かに定量評価に落とし込むかが論じられている文献に限

定した． 
以上の選定過程に基づき，23 件の論文をレビュー対

象とした．結果，外力を想定するか否かで，既報におけ

る定量評価手法は外力応答評価と網羅性評価の 2つに分

類した（表-2）． 
 
 (2)  外力応答評価の特徴 
外力応答評価の評価概念を図-1 に示す（Ayyub13), Fran-

cis & Bekera14), Zobel & Khansa15) に基づき作成）．縦軸に機

能，横軸に時間をとり，外力に対する機能の低下性の度

合いと，回復までに要する時間の短かさで評価する手法

である．また，復興（失敗経験を踏まえた新しい平常時

機能への移行）までに要する時間も評価基準となる．事

業継続計画 (BCP) 16) や地域継続計画 (DCP) 17) に活用され

ている評価概念である． 
 Park et al.18) は，リスク評価とレジリエンス評価の相違

点として，ハザードの特定と評価の目的を挙げている．

古典的なリスク評価がハザードの特定から始まるのに対

し，レジリエンス評価はハザードが予期できない事象を

対象として，可能性のある失敗に対して解析を行うこと

としている．また，評価の目的として，リスク評価が失

敗の発生確率の最小化に重点を置くのに対し，レジリエ

ンス評価は失敗した結果生じる影響の大きさの最小化に

重点を置くとしている．そこで本研究では，外力応答評

価をOECDのPSRモデル (pressure, state, response) に当ては

め，潜在的に起きる可能性のある結果に対する回復能

力・適応能力の評価 (state – response) に重点を置いた枠組

みを構築することとした． 
 
(3) 網羅性評価の特徴 

 インフラストラクチャーの機能維持を対象とした評価

法としてArgonne National Laboratory Resilience Index 19)  が代

表例として挙げられる．これは項目をリストアップし，

各項目を高くすることにより，非平常時に機能の維持や

迅速な回復ができる可能性を有するという観点での評価

法である．コミュニティの評価法として Baseline Resili-
ence Indicator20)  やCommunity Disaster Resilience Index21)  が代表

例として挙げられ，災害マネジメントにおけるソフト対

策の充実性と，災害時にソフト対策を発揮できる地域社

会を平常時に形成できているかを評価する手法である． 

表-1 本研究におけるレジリエンス特性の定義 

対策 特性 特性の概要 

予防策 (prevention) 

抵抗力 (resistance) ・ 初期衝撃に対する個別要素の強度や防護性能． 

臨機応変性 
(resourcefulness) 

・ 危機や業務中断が現実のものとなった場合に対応・管理する能力． 
・ 平常時機能の危機時における応用的な活用能力，危機を見据えた平常時機

能に対する技術の追加や予備資材の準備． 
冗長性 
(redundancy) 

・ 危機を見据えて平常時から保有しておく余剰能力． 
・ ネットワーク化によるバックアップ機能． 

順応策 (adaptation) 
回復力 (recovery) ・ 迅速かつ効率的に機能を回復する能力． 

・ 危機対応経験を踏まえて新しい平常時機能水準に移行する能力． 
適応力 (adaptability) ・ 外的事象や内的プロセスの変化に応答する能力． 

転換策 (transformation) 転換力 
(transformability) 

・ 既存システムが将来崩壊しうることを想定し，長期的な視点で根本的に新しい

システムを創造する能力． 

 

表-2 定量評価手法の類型 

  外力応答評価 網羅性評価 

ハザードの想定 • 特定の外力を想定． 
• 特定の影響が生じた結果を想定． • 想定しない． 

対策項目 

• 特定の施策を対象として，外力に対する応答を分析

（With‐Without分析，など）． 
• 二者択一の施策の選択に係る判断に向けた検討に

利用可能（インフラの集中分散性，など）． 

• 過去の被災経験とそこからの学習を踏まえた，施策項目

の抽出と体系的整理． 
• 機能の維持や迅速な回復に必要な要素（人的体制，中

間需要財，その他生産要素）を網羅的にリストアップ． 

影響 • 可逆性 • 可逆性／不可逆性 

評価の目的 

• リスク評価が失敗の発生確率の最小化に重点を置く

のに対し，レジリエンス評価は失敗した結果生じる影

響の大きさ（機能の低下度合い，回復までに要する

時間）の最小化に重点を置く． 

• リストアップされた対策の充実性を，ベンチマーク法*を用

いて診断する． 
* 他の事業体（自治体，施設，企業など）との比較を通し

て，充実性のギャップを判定し，改良を図る手法． 
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既報にみられた網羅性評価の特徴として，ハザードを

想定しない点が挙げられる．これは，U.S. NRC10) により

全ハザード的なアプローチ (all-hazards approach) として分

類されている手法であり，ある 1種類のハザードや事象

に備える計画から他の種類の事象に対するレジリエンス

も強められるという考えに基づいている． 
網羅性評価は，機能の維持や迅速な回復に必要な要素

を網羅的にリストアップし，ベンチマーク法により全事

業体の平均得点との比較や，先進的な事業体の得点との

差を解析することで，対策の充足度を評価する手法であ

る．評価モデルの構築過程においては，施策（項目）の

リストアップと，リストアップされた項目間の重み付け

が必要となり，外力応答評価に基づく解析との連動が有

用であることが指摘される． 
 
 

4．水代謝のレジリエンス対策効果分析の枠組み設計 

 
(1) 水代謝に係るリスクの体系的整理 
 本稿では，リスクを発生確率と影響の大きさで捉える

とともに，影響の大きさをレジリエンスの観点から機能

の低下性と回復までに要する時間を踏まえて整理する． 
発生確率（頻度）と影響の大きさを軸とした視点での

水代謝に係るリスクは，国土交通省 22) により図-2 の通

り分類されている．今まで十分に取り組めていなかった

範囲として低頻度・甚大被害型リスクへの対策を挙げて

おり，大規模災害，ゼロ水（危機的な渇水），老朽化に

伴う大規模な事故，気候変動による深刻な事象，テロ，

大規模な水質障害の 6つを対象としている． 
 次に，影響の大きさに関する特性を表-3 に示す（厚

生労働省 23)  より抜粋し作成）．特筆すべき点として，

水質事故やテロに伴う質的危機（河川表流水の水質障害

 

図-1 外力応答評価の評価概念 

図-2 水利用の安定性に対するリスクの整理 

表-3 影響の大きさに関する特性分類 

 

機能の低下

性（規模） 

回復までに

要する時間

量的危機

渇水 大きい 長い 

地下水枯渇 特大 超長期 

地震 特大 長い 

テロ 特大 長い 

質的危機

水質事故 特大 極短期 

地下水汚染 大きい 超長期 

テロ 特大 短い 

富栄養化 大きい 超長期 

輸送機能
地震 特大 長い 

地滑り・陥没 大きい 短い 

水処理機能 地震 大きい 長い 
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時間 (time)
ti tf tr

P(t)

f(t) r(t)

Pthreshold

P0

Pworst

~~ P(t)

~~

t0

外力

tw

Prenewal

trenewal

P(t) : 平常時の機能を表す関数
f(t) : 外力発生後から最大影響

が生じるまでの機能を表す関数
r(t) : 最大影響から回復までの機能

を表す関数

P0 : 平常時の機能水準
Pthreshold : 閾値の機能水準
Pworst : 最大影響時の機能水準
Prenewal : 復旧後の新しい機能水準

t0 : 初期条件の時間
ti : 外力が出現する時間
tf : 失敗が出現する時間
tw : 最大影響が出現する時間
tr : 回復を達成する時間
trenewal : 新しい機能に移行する時間

大小

高

低

これまでの対策
により影響を回避

発生頻度

影響

【頻度：低，影響：大】

これまでの水資源
施策の中心的な取組

• 水需給バランスの
確保

• 水質目標の確保
• 老朽化に伴う事故

への対応
• 水質障害への対応

今まで十分に取り組めていなかった範囲

• 大規模災害対策（地震，津波，洪水等）
• ゼロ水（危機的な渇水）対応
• 老朽化に伴う大規模な事故への対応
• 気候変動による深刻な事象への対応
• テロ対応
• 大規模な水質障害への対応

【頻度：高，影響：小】

【頻度：低，影響：小】

- 144 -



 

 

等）については，回復までに要する時間が短いとされて

いる点である．影響の大きさを更に 2軸でみることで，

特性が分類できる． 
 
(2)  都市水代謝に係るレジリエンス対策 
都市水代謝に係るレジリエンスの対策を表-4 にまと

めた．本研究では，ライフラインとしての上下水道，サ

プライチェーンとしての化学物質管理から構成される，

水量・水質の危機管理対策を対象として対策を抽出した．

また，水量・水質のフロー・ストック解析による対策効

果分析へと展開するため，人的資本（緊急対応に係る体

制と人員配置等）や中間需要財の欠如（系統電源の途絶

等）に関わる対策は除いた．対策は表-1 に分類したレ

ジリエンス特性に従い整理した． 
 
(3) 淀川流域圏での対策効果分析の検討 

a) 上水インフラの特性 

大阪府における浄水の供給は，淀川に大きく依存して

いる．図-3 に大阪府下における主要浄水場の給水能力， 
1 日給水量と需要量の関係を示す．淀川の表流水を取水

表-4 都市水代謝に係るレジリエンス対策の分類結果 

  
排出源となる事業体 供給事業体 需要部門 

工場・事業所 下水道業 水道事業 住民生活，都市活動 

予防策 a 

抵抗力 

• 防止策（流出防

止蓋，緊急遮断

弁，等）の強化 

A • 下水処理場の耐震化 A

• 重要拠点（病院，避難所

等）につながる配水管路

の耐震化 

A 
－  

• 浄水場の耐震化 A 

臨機 

応変性 

• 防護策（土のう，

吸着マット，防液

提，等）の強化 

B 

• 既設プロセスの活用

（吸着マットの使用，最

初沈殿池等での薬品

処理や沈殿処理，予備

反応槽の活用，等） 

B

• 浄水処理の高度処理化

（オゾン処理＋粒状活性

炭処理，等） 

D 
• 民間ビル内や家庭で

の節水技術の普及 
D

• ダム等からの緊急放流に

よる河川希釈 
B 

• 貯留（緊急貯留

池，予備タンク，

等）の準備 

B 
• 仮設沈殿池や仮設塩

素注入設備の設置 
B

• 浄水処理，塩素処理，凝

集剤使用の強化 
B 

• 民間ビル内や家庭で

の備蓄水の活用 
B

• 緩和措置（オイルフェンス，

吸着マット，粉末活性炭）
B 

冗長性 

（余剰 

能力） 

－   －  

• ポンプ車・給水船の増強 B • 建物における雨水利

用の促進 
D

• 海水淡水化装置の導入 E 

• 緊急時処理技術の導入

（イオン交換，逆浸透，等）
E 

• 水利用の合理化（地

下水，下水再生水） 
F

冗長性 

（ネット 

ワーク） 

－ 

  • 下水処理場間の連結

管の整備（非平常時の

融通を踏まえた処理能

力の平準化を含む） 

G

• 浄水場間の連結管の整備

やバックアップ水供給事業

体との提携 

G 
• 都市内水路の整備

（雑用水，防火用水）
F

順応策 

回復力 b 

• 汚染物質の漏

洩・流出の応急

措置と情報伝達 

B 

• 本復旧までの期間（損

壊のレベル）を踏まえた

処理機能の段階的回

復 

B

• 汚染対応（原因究明，影

響低減確認，排水・洗浄・

通水） 

B 
－ 

• 損壊からの設備の復旧 B 

適応力 c －   －  
• 摂取制限等を伴う水道水

の給水継続 
B 

• 節水行動（水質と用途

を踏まえた水消費） 
C

転換策 

転換力 

（一過型を

前提）d 

• 工場移転（保護

区域の設定） 
F 

• 下水処理水の放流位

置の再編 
F

• 取水源の多様化に向けた

取水位置の再編 
F － 

転換力 

（分散型に

抜本転換）e 

• 清浄水（50 L/人/日，飲用水・台所用水）と多目的水（250 L/人/日）の二元給水を可能とする水輸送系の構築 

• 水のカスケード利用に向けた質変換系の構築（分離膜などの水処理技術，水質水量調整の環境湖，等） 
G

 

（対策分類）A：基準（設計・維持管理指針や規制）の改定を受けて施設・設備更新時に実施される対策，B：BCPやDCPによる対

策，C：デマンド・レスポンス，D：平常時の機能改善を主目的として更新・導入を進める対策，E：非平常時を想定した技術・設

備の増設，F：非平常時を想定したインフラの転換や産業構造転換による対策．G：水代謝の抜本的な転換を進める対策． 
 

（引用）a 国土交通省16), 22), 24), 25)，厚生労働省 23), 26), 27) ，大阪府28)． b 国土交通省16), 29)，厚生労働省26)，環境省30)． c  厚生労働省31)． 
d 国土交通省25)，厚生労働省27)．e 丹保32)． 
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源としている大阪広域水道企業団（旧大阪府），大阪市，

枚方市の 7浄水場が，大阪府全域の平均水需要の約 90%
を給水している．以下の節では，外力応答評価（図-1）

の視点で既存の影響解析結果を整理する． 
b) 大阪府（下流域）での災害を想定した量的影響分析 

 大阪府が公表する 2014 年 1 月時点での南海トラフ巨

大地震災害による上水道への影響の試算 34) では，最大

で約 832万人（全体の 94%）が断水し，発災 1日後で約

45%まで断水が解消，7 日後に 40.6%まで，約 40 日後に

はほとんどの断水が解消されると分析している． 
大阪府沿岸域を中心とした被害を想定した場合，仮に

下流域の浄水場 P4～P7 が被災に伴い給水が停止した場

合，図-3 の給水能力（浄水場 P4～P7 を除く場合）が危

機時の給水可能量と推計される．停止期間は長期化する

が，浄水場間で連結しておくことで，淀川上流に位置す

る浄水場 P1～P3 から浄水を融通でき，平常時の平均需

要水準の給水能力を確保できると推算される． 
c) 京都府（上流域）での災害を想定した質的影響分析 

 国土交通省 25) は，花折断層帯での地震（マグニチュ

ード 7.5）を想定外力とし，京都市・京都府南部に位置

する下水処理場，工場・事業所からの有害化学物質の流

出が淀川の取水源での原水・浄水濃度に与える影響を評

価し，最大で 2日，浄水濃度の基準値超過が起こる評価

結果を示している．その場合，図-3 の給水能力（浄水

場 P1～P7 を除く場合）が危機時の給水可能量と推計さ

れ，大阪府下の広域において給水が途絶する．ただし，

化学物質が一挙に流出する条件下では，河川水質の悪化

は一時的であり機能停止期間は数日～1週間に留まる． 
 
(4) 対策効果分析と評価の視点 
 ここでは，表-4 で挙げたレジリエンス対策に対し，

外力応答評価の枠組み（図-1）での対策効果分析を実施

するにあたっての，評価の視点を述べる． 

a) 回復時間に対する耐性 

予防策と順応策（回復力）の両方による対策を検討す

るにあたり，回復時間（図-1 の tr‐tf ）にどれだけの期

間を要すれば許容水準を超えるか，機能停止に対する耐

性評価を踏まえた時間（tr‐tf ）の分析との連動が必要と

なる．同分析については，梶谷ら 35, 36) による途絶抵抗係

数（供給系ライフラインが途絶した状況下における各産

業部門の生産水準を計量する指標：0～1 の値をとり，0
が生産停止，1 が平常時と同じ生産レベル）が挙げられ

る．途絶抵抗係数は被害が顕在化する停止日数（製造

業：生産計画を大幅に変更せざるを得ない生産停止日数，

非製造業：倒産に至るまでの限界営業停止日数）と回帰

分析され，時間（tr‐tf ）の閾値診断に活用できる． 
b) 機能の低下性に対する耐性 

質的危機について，京都府（上流域）での下水処理場

または工場・事業所が被災する場合，大阪府側の浄水場

の給水機能が著しく低下することが想定されるが，一方

で回復までに要する時間は短いとされている．こうした

短期的かつ質的影響については，図-１の Pthreshold の低減

が検討課題となる．表-4 に示すように，既に厚生労働

省 31) では摂取制限等を伴う水道水の給水継続事業の検

討が進められており，供給部門と需要部門の協働での対

応，順応策（適応力）を危機時対応の一選択肢とするた

めに，Pthresholdを変容できる可能性，変容可能な幅に関す

る分析が求められる． 
c)  転換策の選択基準 

 本稿では，転換策（表-4）として，一過型の水代謝を

前提とした転換，分散型・カスケード利用型の水代謝へ

の転換を挙げた．大阪府に適用した場合，前者は淀川水

系における取水源や排出源の抜本転換，後者は一過型の

水代謝システムからの抜本転換を指す．転換策を中長期

的なインフラ更新の中で実施するか否かの検討にあたっ

ては，既存の水代謝システムを維持し続けることで予防

図-3 大阪府の上水インフラ構造（水道統計33) に基づき作成） 
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策の充実に要する費用と，転換策に要する費用，回避で

きるリスク（効果，あるいは金銭価値化した便益）との

比較に基づいた解析が必要となる． 
 
 
5．おわりに 
 本研究では，都市水代謝を対象としたレジリエンスの

対策効果分析の枠組みを設計した． 
・ レジリエンスの定量評価手法のレビューし，外力

を想定するか否かで，既報における定量評価手法

を外力応答評価と網羅性評価の 2つに分類した． 
・ レジリエンス特性の分類を踏まえ，都市水代謝に

係る対策の体系的整理を行った． 
・ 外力応答評価の都市水代謝への適用に係る論点整

理を行った． 
 提案した枠組みを踏まえた対策効果分析のケーススタ

ディの実施と，ケーススタディを通した枠組みの検証が

今度の課題となる． 
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Japan faces how to deal with catastrophic risks (probability is very low, but damage is very large) 

based on experiences of the Great East Japan Earthquake Disaster, and the concept of “resilience” is not-
ed for policy making against catastrophic risks. The objective of our study is to design a framework to an-
alyze an effectiveness of each measure for urban water metabolism. On the basis of concept arrangement 
conducted in the fields of social ecological system and disaster, we defined that resilience is composed of 
three characteristics: prevention (resistance, resourcefulness, redundancy); adaptation (recovery, adapta-
bility); transformation (transformability). In addition, we conducted literature review of relevant resili-
ence quantitative assessment methods. In terms of whether external forces are assumed or not, assessment 
methods were classified into two types: Pressure-response assessment; Comprehensive assessment. We 
finally arranged measures with a characteristic of resilience for urban water metabolism, and considered 
how pressure-response assessment is applied to management its management. 
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